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依頼人の要望を満たすために、全力注いで努力したか。 

依頼人から指摘された問題点について、適時改正したか。 

ミスがあった場合、それを認め且つ陳謝したか。 

これらの対応はタイムリーであったか。 

④

費用請求 

費用請求は合理的且つ、透明であるか。 

コストをできるだけ抑制させることに努めていたか。 

事前に見積りを出し、実績の費用請求は見積り額を超えていないか。 

見積りを超えた場合、その理由を明確に説明したか。 

 

④ 取締り機関への表敬、お礼 

模倣対策を実施中、当局が積極的に協力してくれた場合や、好ましい結果を得た場合、

当局に感謝状または表彰の旗を授与して、感謝の意を表すことができます。 

 

表敬の形
① 訪問、口頭にて感謝、表彰の旗を贈る。

② 感謝状を郵便にて送付。 

意義 
当局も好意的に感じるので、今後、他の件で当局とコンタクトする

場合、その連携がさらにスムーズになる。 

留意点 

① 金銭または高価なものを贈ることは控える。 

② マスコミで対策の成果を公表する際にも、当局への感謝の意も

表明する。 

 
  

説明 

第２章 中国での権利取得

第１節 専利権の取得

保護対象

中国「専利法」にいう専利権には、発明特許権、実用新案権、意匠権が含

まれています。

発明特許権

実用新案権

意匠権

＊次に掲げるものについては、専利権を付与しない。

① 科学的発見

② 知的活動の法則及び方法

③ 疾病の診断及び治療方法

④ 動物及び植物の品種

⑤ 原子核変換の方法により得られる物質

⑥ 平面印刷品の模様、色彩又は両者の組合せで主に標識に用いるデザイン

中国では、発明特許権、実用新案権、意匠権との間で、お互いに出願の

変更はできません。

製品、方法、又はその改良により出された新技術を保護する。

製品の形状、構造又はそれらの組合せにより創出された実用に適した新技術

を保護する。

製品の形状、模様又はそれらの組合せ、及び色彩と形状、模様の組合せによ

り創作され、美感に富み、工業的応用に適した新デザインを保護する。
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説明 

２ 登録要件

従来の技術とは、出願日前に国内外で公衆に知られている技術をい

います。新規性の判断基準には、以下の二つの情況があります。

① 出願日 優先権日を含め が 年 月 日以前の出願は、文献が世界公知公用を

認めるが、文献以外は国内公知公用のみ認める。

② 年 月 日以降の出願の場合、文献、文献以外も世界公知公用を認める。

発明特許、実用新案 

新規性とは、その発明又は実用新案が従来の技術に該当せず、かつ、いかなる機

関、組織、個人により出願日前に国務院専利行政部門に出願されかつ出願日後に

公開された専利出願書類又は公告された専利書類には、同一の発明又は実用新案

が記載されていないことをいう。なお、日本と異なり絶対新規性である。

発明特許に関する進歩性とは、従来の技術に比べて、その発明が突出した実質的

特徴及び顕著な進歩を有していることをいう。

実用新案に関する進歩性とは、従来の技術に比べて、その実用新案が実質的特徴

及び進歩を有していることをいう。

実用性とは、その発明又は実用新案が製造又は使用することが可能であり、かつ

積極的な効果を生じるものであることをいう。
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説明 

２ 登録要件

従来の技術とは、出願日前に国内外で公衆に知られている技術をい

います。新規性の判断基準には、以下の二つの情況があります。

① 出願日 優先権日を含め が 年 月 日以前の出願は、文献が世界公知公用を

認めるが、文献以外は国内公知公用のみ認める。

② 年 月 日以降の出願の場合、文献、文献以外も世界公知公用を認める。

発明特許、実用新案 

新規性とは、その発明又は実用新案が従来の技術に該当せず、かつ、いかなる機

関、組織、個人により出願日前に国務院専利行政部門に出願されかつ出願日後に

公開された専利出願書類又は公告された専利書類には、同一の発明又は実用新案

が記載されていないことをいう。なお、日本と異なり絶対新規性である。

発明特許に関する進歩性とは、従来の技術に比べて、その発明が突出した実質的

特徴及び顕著な進歩を有していることをいう。

実用新案に関する進歩性とは、従来の技術に比べて、その実用新案が実質的特徴

及び進歩を有していることをいう。

実用性とは、その発明又は実用新案が製造又は使用することが可能であり、かつ

積極的な効果を生じるものであることをいう。

説明 

３ 登録までの詳細な手続き

出願ルート

パリルート

外国基礎出願の優先権が享有できること。

期限：発明特許、実用新案：優先日 基礎出願の出願日 から ヶ月以内

意匠：優先日 基礎出願の出願日 から ヶ月以内。

ルート

つの出願 発明特許と実用新案のみ を多国に出願したい場合、まず

が指定している官庁 例

えば、日本特許庁、中国特許庁 に 出願を提出して、その後、 加盟

国に移行すること。中国への移行期限：優先日から ヶ月以内、 ヶ月の

移行期限に間に合わない場合、 ヶ月の延長が可能 追加料金が必要 。

直接出願 発明特許、実用新案、意匠を直接中国に出願すること。

上記 つの出願ルートの出願期限及び中国での出願手続きは、異なり

ますが、出願後の手続きなどは同様です。具体的な手続きは、出願対応

によって異なりますので、発明特許、実用新案、意匠出願の手続きにつ

いて、下記のフローチャートをご参照ください。

意匠 
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（発明特許）

権利回復 

登録手続き期限：

特許査定受領日＋ ヶ月間

 
 

却下 

応答期限：

通知受領日＋ ヶ月間

 
 

出願日 優先日 から ヶ月

 

期限：通知受領日＋ ヶ月間

手続き：請求手続きと費用

１回に限り１ヶ月もしくは

ヶ月の延長が可能

 

方式審査 

特
許
性
あ
り 

 

合

格 

格 格 特
許
性
無
し 

 

合

格 

格 格 未
応
答 

 

合

格 

格 格 

特許査定 

拒絶査定 

不服審判 

みなし取下

げ 

登録手続き、登録公告 

通常、登録手続きが行ってから 2
～3 ヶ月間で登録公告される 
 

合
格 

合
格 

合
格 

合格 格 格 合
格 

格 格  

方式審査合格通知書 

公開 

実体審査 

実体審査請求

期限：出願日 優先日 から 年

手続き：請求手続きと費用納付

第 1 回拒絶理由 

第 N 回拒絶理由 

応答期限：

通知受領日＋ ヶ月間

１回に限り１ヶ月もしくは ヶ

月の延長が可能

ルート： ヶ月程

パリルート： 週間程

不備 不備 不備 

出願 移行

受理 出願番号付与

出願料金の納付 

補正 拒絶査定 
 
 
 

 
 
 
合 格 

格 
 

 
 
格 

 
 
合格 
合格 

合  
 

 
 
通知受領

日＋4ヶ月

間 
 

 
 

32 ヶ月の

延長可能

(追加料金) 

不服審判 

補正せず 

期限：出願日から ヶ月 

申請期限：拒絶査

定後 ヶ月以内
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（発明特許）

権利回復 

登録手続き期限：

特許査定受領日＋ ヶ月間

 
 

却下 

応答期限：

通知受領日＋ ヶ月間

 
 

出願日 優先日 から ヶ月

 

期限：通知受領日＋ ヶ月間

手続き：請求手続きと費用

１回に限り１ヶ月もしくは

ヶ月の延長が可能

 

方式審査 

特
許
性
あ
り 

 

合

格 

格 格 特
許
性
無
し 

 

合

格 

格 格 未
応
答 

 

合

格 

格 格 

特許査定 

拒絶査定 

不服審判 

みなし取下

げ 

登録手続き、登録公告 

通常、登録手続きが行ってから 2
～3 ヶ月間で登録公告される 
 

合
格 

合
格 

合
格 

合格 格 格 合
格 

格 格  

方式審査合格通知書 

公開 

実体審査 

実体審査請求

期限：出願日 優先日 から 年

手続き：請求手続きと費用納付

第 1 回拒絶理由 

第 N 回拒絶理由 

応答期限：

通知受領日＋ ヶ月間

１回に限り１ヶ月もしくは ヶ

月の延長が可能

ルート： ヶ月程

パリルート： 週間程

不備 不備 不備 

出願 移行

受理 出願番号付与

出願料金の納付 

補正 拒絶査定 
 
 
 

 
 
 
合 格 

格 
 

 
 
格 

 
 
合格 
合格 

合  
 

 
 
通知受領

日＋4ヶ月

間 
 

 
 

32 ヶ月の

延長可能

(追加料金) 

不服審判 

補正せず 

期限：出願日から ヶ月 

申請期限：拒絶査

定後 ヶ月以内

説明 中国では、通常の上記の手続きの他に、必要な書類を提出する必要があ

ります。なお、下記のような特別な手続きと特別な制度があります。詳細

は、下表をご参照ください。

特許出願必要書類

① 願書 ② 明細書 ③ 特許請求の範囲 ④ 要約書 ⑤ 図面  

⑥ 選択図 ⑦ 優先権証明書類 ⑧ 専利事務所に対する委任状 

出願における特別な手続き

出願の中国国内移行時、出願タイプとして、発明特許又は実用新案出願の一方しか選

択できない。 出願には、後に紹介する特実併願出願が適用されない。

早期審査

中国には、早期審査制度は存在しない。

通常、出願から登録まで ～ 年かかる。審査を早めるために、以下の手続きが考えられる。

① 出願と同時に実体審査請求をすること

② 早期公開を請求すること

③ 制度 を利用すること

出願人は、日本出願を基礎とした日中間の専利審査ハイウェイ（以下、「 」という）プ

ログラムに基づいて、一定の申請要件を満たす中国国家知識産権局への出願につき、関連

する書類の提出を含む所定手続を行うことで早期審査を申請することができる。

④ 拒絶理由通知に効果的に応答すること

⑤ 出願手続きの完備を確保すること

自発補正の時期

中国国内移行時（ 出願の場合）

審査請求時、審査に入る旨の通知書を受領してから ヶ月以内

情報提供制度

専利出願の公開日から専利権の付与を公告する日までの間に、「専利法」の規定に合致し

ていない専利出願に対し、何人も国務院専利行政部門に情報を提供し、且つ理由を説明す

ることができる。審査官は、専利査定するまでの間に、公衆より提供された先行技術や関

連資料を受け取った場合、これら資料を参考にしなくてはならない。
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（実用新案）

上記の手続きを行う場合、下記の書類を提出する必要があります。

出願必要書類

① 願書 ② 明細書 ③ 請求の範囲  

④ 要約書 ⑤ 図面 ⑥ 選択図  

⑦ 優先権証明書類 ⑧ 専利事務所に対する委任状 

却下 

登録手続き期限： 
登録査定受領日＋2ヶ月間 

 
 

合
格 

格 格 

方式審査 

通常、登録手続きを行ってから

2～3 ヶ月間で登録公告される 
 

出願 移行

受理 出願番号付与

ルート： ヶ月程

パリルート： 週間程

出願料金の納付 

合
格 

合
格 

合
格 

合

格 
格 格 

補正 
不備 

登録査定通知書 

不備 不備 
 拒絶査定 

不服審判 

補正せず 

登録手続き、登録公告 

期限：出願日から ヶ月以内
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（実用新案）

上記の手続きを行う場合、下記の書類を提出する必要があります。

出願必要書類

① 願書 ② 明細書 ③ 請求の範囲  

④ 要約書 ⑤ 図面 ⑥ 選択図  

⑦ 優先権証明書類 ⑧ 専利事務所に対する委任状 

却下 

登録手続き期限： 
登録査定受領日＋2ヶ月間 

 
 

合
格 

格 格 

方式審査 

通常、登録手続きを行ってから

2～3 ヶ月間で登録公告される 
 

出願 移行

受理 出願番号付与

ルート： ヶ月程

パリルート： 週間程

出願料金の納付 

合
格 

合
格 

合
格 

合

格 

格 格 

補正 
不備 

登録査定通知書 

不備 不備 
 拒絶査定 

不服審判 

補正せず 

登録手続き、登録公告 

期限：出願日から ヶ月以内

（意匠）

上記の手続きを行う場合、下記の書類を提出する必要があります。

出願必要書類

① 願書 ② 図面又は写真 ③ 意匠の簡単な説明  

④ 優先権証明書類 ⑤ 専利事務所に対する委任状 

却下 

登録手続き期限：

登録査定受領日＋ ヶ月間

 
 

拒絶査定 

不服審判 

出願 

受理 出願番号付与

出願料金の納付 

方式審査 

合

格

合
格 

合
格 

合格 格 格 

補正 
不備 

登録査定通知書 

合
格 

格 格 

不備 不備 
補正せず 

登録手続き、登録公告 

通常、登録手続きを行ってから

～ ヶ月間で登録公告される

 

期限：出願日から 2 ヶ月以内 
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説明 

説明 ① 実用新案と意匠出願の自発補正について、説明します。

出願人は、出願日より ヶ月以内に、実用新案と意匠出願を自発的に

補正（中国語「修改」）することができます。書類の補正は、実用新案の場合、元の明

細書又は請求項の範囲を超えてはならず、意匠の場合、元の画像又は写真で表示した範

囲を超えてはなりません。

② 実用新案と意匠は、無審査であるため、安定的な権利を取得するために、出願前

に綿密に調査を行うことを勧めます。新規性や進歩性がない場合、登録しても、他人に

無効審判請求を提起される可能性があり、権利が不安定になります。

存続期間と権利の維持

存続期間とは、発明特許、実用新案及び意匠の権利存続期間をいいます。

具体的には、下記のとおりです。

① 発明特許の場合、出願日から 年 出願日も算入 です。

② 実用新案・意匠の場合、出願日から 年 出願日も算入 です。

上記の発明特許、実用新案、意匠の存続期間は、いずれも延長すること

ができません。

また、権利者は、権利を維持するために、登録となった発明特許、実用新案、意匠に、

毎年年金を納付しなければなりません。

年 月 日以降に専利権付与の登録手続きを行う場合、出願係属中の年金支払い

維持年金 は不要となりました。

拒絶対応

拒絶対応とは、専利出願が拒絶査定になった場合、拒絶査定を取消すため

に、出願人が不服審判請求を提起することができることをいいます。
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説明 

説明 ① 実用新案と意匠出願の自発補正について、説明します。

出願人は、出願日より ヶ月以内に、実用新案と意匠出願を自発的に

補正（中国語「修改」）することができます。書類の補正は、実用新案の場合、元の明

細書又は請求項の範囲を超えてはならず、意匠の場合、元の画像又は写真で表示した範

囲を超えてはなりません。

② 実用新案と意匠は、無審査であるため、安定的な権利を取得するために、出願前

に綿密に調査を行うことを勧めます。新規性や進歩性がない場合、登録しても、他人に

無効審判請求を提起される可能性があり、権利が不安定になります。

存続期間と権利の維持

存続期間とは、発明特許、実用新案及び意匠の権利存続期間をいいます。

具体的には、下記のとおりです。

① 発明特許の場合、出願日から 年 出願日も算入 です。

② 実用新案・意匠の場合、出願日から 年 出願日も算入 です。

上記の発明特許、実用新案、意匠の存続期間は、いずれも延長すること

ができません。

また、権利者は、権利を維持するために、登録となった発明特許、実用新案、意匠に、

毎年年金を納付しなければなりません。

年 月 日以降に専利権付与の登録手続きを行う場合、出願係属中の年金支払い

維持年金 は不要となりました。

拒絶対応

拒絶対応とは、専利出願が拒絶査定になった場合、拒絶査定を取消すため

に、出願人が不服審判請求を提起することができることをいいます。

（不服審判）
官庁手数料納付期限 
不服審判請求日から 1 ヶ月以内 不服審判請求 

方式審査 

合
格 

合
格 

合
格 

合

格 

格 格 

補正 
不備 

受理通知書 
 

合
格 

格 格 
不備 

補正せず 

拒絶査定取り消し 

不服審判通知書 

却下 

拒絶査定通知書の受領日

から 3 ヶ月以内 

審決取消訴訟 

拒絶査定維持 

実体審査に戻り 

前置審査 

合議体による審判 

応答 

不服審判審決

¥¥引決 

拒絶査定維持 拒絶査定取り消し 
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無効審判請求制度

無効審判請求制度とは、登録された発明特許、実用新案、意匠について、い

かなる機関又は組織又は個人もその専利権の付与が本法の規定に合致しないと

認めたときは、専利審判委員会にその発明特許、実用新案、意匠の無効審判を

請求することができるという制度です。

（無効審判）

請求人側に新しい証拠が無い

場合、答弁しなくてもよい 

同じく不備について、

回の補正を経ても解消で

きない場合、無効審判請

求が却下される

権利者側が証拠を提出しない

場合、答弁しなくてもよい 
クレームの訂正は可能だが、

削除と併合しかできない 

官庁手数料納付期限：

無効審判請求日から ヶ月以内

却下 

ヶ月ほど

～ ヶ月

～ ヶ月

無効審判請求の提起 
 

方式審査 

合
格 

合
格 

合
格 

合

格 
格 格 

補正 
不備 

受理通知書 
権利者側に無効審判書類を送達 

合
格 

格 格 

不備 
補正せず 

無効理由や証拠に対する答弁 
（権利者側） 

口頭審理 

無効審判審決書 

権利者側の答弁に対する反論 
（請求人側） 

請求日から ヶ月以内、

証拠と無効理由を補充

することが可能

審決取消訴訟 

全部無効 

一部無効 

全部有効 
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無効審判請求制度

無効審判請求制度とは、登録された発明特許、実用新案、意匠について、い

かなる機関又は組織又は個人もその専利権の付与が本法の規定に合致しないと

認めたときは、専利審判委員会にその発明特許、実用新案、意匠の無効審判を

請求することができるという制度です。

（無効審判）

請求人側に新しい証拠が無い

場合、答弁しなくてもよい 

同じく不備について、

回の補正を経ても解消で

きない場合、無効審判請

求が却下される

権利者側が証拠を提出しない

場合、答弁しなくてもよい 
クレームの訂正は可能だが、

削除と併合しかできない 

官庁手数料納付期限：

無効審判請求日から ヶ月以内

却下 

ヶ月ほど

～ ヶ月

～ ヶ月

無効審判請求の提起 
 

方式審査 

合
格 

合
格 

合
格 

合

格 

格 格 

補正 
不備 

受理通知書 
権利者側に無効審判書類を送達 

合
格 

格 格 

不備 
補正せず 

無効理由や証拠に対する答弁 
（権利者側） 

口頭審理 

無効審判審決書 

権利者側の答弁に対する反論 
（請求人側） 

請求日から ヶ月以内、

証拠と無効理由を補充

することが可能

審決取消訴訟 

全部無効 

一部無効 

全部有効 

説明 

無効審判提起の手続き及び関連問題について、下記のとおり説明します。

無効審判手続き

請求人

① 何人も提起可能（ダミーで提起可能）

② 侵害訴訟の中止を目的にして無効審判請求を提出する場合、

無効審判請求人の名義は訴訟の被告と一致しなければならない。

提出期限 対象発明特許・実用新案・意匠の公告日から権利満了日までの何時でもよい。

提出書類 ① 無効審判請求書 ② 証拠 ③ 委任状

口頭審理 審理方式の一種、大切な意見陳述の機会、十分に準備する必要がある。

新しい理由および証拠の提出期限

無効審判請求の提出日から１ヶ月以内

外国からの証拠の提出形式

外国の専利文献以外は、所在国の公証機関の公証を受けたうえ、当該国にある中国大使（領事）

館の認証を経なければならない。

無効審判決定

専利審判委員会が審理の上、無効審判請求の決定を言い渡す。通常、「全部無効」「一部無効」

「全部有効」の つがある。

無効審決の効力と遡及力

無効決定された専利権は、始めから存在しなかったものとみなされる。専利権無効の決定前に

裁判所が言い渡し、かつすでに執行した専利権侵害の判決など、ならびにすでに履行された専

利実施許諾契約及び専利権譲渡契約に対しては、遡及効力を有しない。ただし、専利権者の悪

意により他人に損害をもたらした場合は、賠償しなければならない。

無効審判手続きにおいて、クレームの訂正を要求することができます。

訂正の方法は、併合による訂正及び削除による訂正の二つの方法があり

訂正可能な期限は下記のとおりです。

① 無効審判請求書に対して応答するとき。

② 請求人が追加した無効理由又は証拠に対して応答するとき。

③ 専利審判委員会が導入した請求人の提出しなかった無効理由又は証拠に対して

応答するとき。
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関連行政訴訟手続き

上訴

送達、答弁、合議体
構成、開廷審理など

二審判決

一審判決の受領日より 日以内

こられの手続きは一審と基本
的には同じである

 

一審判決

被告の答弁状を原告に送達

 

開廷審理

被告が答弁状を提出しなく

ても、案件の審理に影響なし

提訴

不受理 受理

 日以内

 

受理しない場合、
上訴を提起できる 

訴訟の撤回 審理訴訟を棄却

原告の訴状謄本を被告に送達

被告が答弁状を提出

日以内

 

５日以内

訴訟の撤回は判決を言い渡す前に可能であ

るが、許可するか否かは裁判所の判断次第

訴状謄本の受領日から 日以内

答弁状の受領日から 日以内

開廷審理の 日前に、召換状を発

行し、当事者双方に通知する
忌避申請可能

審決の受領日から ヶ月以内
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関連行政訴訟手続き

上訴

送達、答弁、合議体
構成、開廷審理など

二審判決

一審判決の受領日より 日以内

こられの手続きは一審と基本
的には同じである

 

一審判決

被告の答弁状を原告に送達

 

開廷審理

被告が答弁状を提出しなく

ても、案件の審理に影響なし

提訴

不受理 受理

 日以内

 

受理しない場合、
上訴を提起できる 

訴訟の撤回 審理訴訟を棄却

原告の訴状謄本を被告に送達

被告が答弁状を提出

日以内

 

５日以内

訴訟の撤回は判決を言い渡す前に可能であ

るが、許可するか否かは裁判所の判断次第

訴状謄本の受領日から 日以内

答弁状の受領日から 日以内

開廷審理の 日前に、召換状を発

行し、当事者双方に通知する
忌避申請可能

審決の受領日から ヶ月以内

説明 上記の行政訴訟の手続きについては、要点のみを下記のとおり説明しま

す。

提訴期限 

法律によれば、審決に不服の場合、受取日から ヶ月以内に審決取消訴訟を提起すること

ができる。専利審判委員会の審決、又は商標審判委員会の決定、裁定に対して、行政訴訟

を提起した場合、その管轄裁判所は、北京市の北京第一裁判所になる。

提訴に必要な書類

提訴の際に、下記の書類を提出しなければならない。

所在国で公証・認証された授権委任状、法人代表者の身分証明書、現在事項全部証明書及

びこれらの中国語訳文が必要である。行政訴状も同時に提出する必要がある。

裁判所の受理

裁判所は行政訴状を受領後、審査したうえ、受理条件を満たしていると認めた場合、 日

以内に事件を受理し、原告に通知する。受理条件を満たしていないと認めた場合、 日以

内に事件を受理しないことを裁定する。実務においては、裁判所が取り扱う事件数によっ

ては、 ヶ月後に受理される場合もある。

被告の答弁

被告は、訴状の副本の受領日から 日以内に答弁状を提出することができる。裁判所は、

被告の答弁状を受取った日から 日以内に原告に転送する。被告が答弁状を提出しなくて

も、事件の審理に影響を及ぼさない。実務においては、答弁状を提出しない事例もたくさ

んある。

開廷審理

法律規定により、裁判所は、事件を受理した後、 ヶ月以内に結審する。また、裁判所が

開廷の 日前に開廷の時間、場所などを召喚状にて当事者に通知する。開廷時、代理人は、

開廷審理に出頭して対応できるが、主に法廷調査、法廷弁論などを行う。

傍聴

中国では、公開審理のため、第三者が傍聴することができる。外国人が傍聴する場合、事

前に裁判所へ傍聴手続きを申請する必要がある。また、その手続きのため、外国上の
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ビザが必要である。Ｆビザとは、中国企業の要請による中国へ訪問、考察、交流、講演、

ビジネスなどをするビザである。

書面代理意見の提出

開廷審理後、代理人は書面にて代理意見を作成し、裁判所に提出する。この代理意見は通

常、開廷後 週間以内に書面代理意見を提出する。書面代理意見を提出することにより、

自分が主張したい内容をまとめて裁判所へ陳述することができる。

一審判決の言渡し

通常、開廷審理後から ヶ月以内に判決を言渡さなければならないが、特別の状況があれ

ば、上級裁判所の認可を得てから、審理期間を延長することができる。

上訴の提起

判決書の受領日から 日以内に、当事者は上訴を提起することができる。上訴状につい

ては、一審裁判所を通じて上訴裁判所に提出する。また、中国国内に住所を有しない外国

当事者は、 日以内に上訴を提起することができる。

上訴判決の言渡し

二審の審理の流れは、基本的に一審と同じであるが、二審裁判所は、原判決の認定事実が

明確で、適用法律が正確であると認めた場合、上訴を却下し、原判決を維持するが、反対

に、原判決の認定事実は明確であるが、適用法律が間違っていると認めた場合、原判決を

破棄し、自判する。原判決の認定事実が明確ではなく、証拠が不十分で、又は法定手続き

に違反しているため、事件の判断に影響を与えた場合、原審裁判所に差し戻すことができ、

事実を判明したうえ、原審裁判所が改めて判決を言渡すこともできる。

原告又は上訴人の主張を裁判所が認めた場合、専利審判委員会は、改めて新たな審決を下

す。

再審

中国の裁判は、二審制であるため、二審判決が最終的な判決となる。当事者は、法的効力

の生じた判決及び裁定に明確な誤りがあると認めたときは、 年以内に最高裁判所に再審

を請求することができる。ただし、判決及び裁定は、その執行を停止しない。
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ビザが必要である。Ｆビザとは、中国企業の要請による中国へ訪問、考察、交流、講演、

ビジネスなどをするビザである。

書面代理意見の提出

開廷審理後、代理人は書面にて代理意見を作成し、裁判所に提出する。この代理意見は通

常、開廷後 週間以内に書面代理意見を提出する。書面代理意見を提出することにより、

自分が主張したい内容をまとめて裁判所へ陳述することができる。

一審判決の言渡し

通常、開廷審理後から ヶ月以内に判決を言渡さなければならないが、特別の状況があれ

ば、上級裁判所の認可を得てから、審理期間を延長することができる。

上訴の提起

判決書の受領日から 日以内に、当事者は上訴を提起することができる。上訴状につい

ては、一審裁判所を通じて上訴裁判所に提出する。また、中国国内に住所を有しない外国

当事者は、 日以内に上訴を提起することができる。

上訴判決の言渡し

二審の審理の流れは、基本的に一審と同じであるが、二審裁判所は、原判決の認定事実が

明確で、適用法律が正確であると認めた場合、上訴を却下し、原判決を維持するが、反対

に、原判決の認定事実は明確であるが、適用法律が間違っていると認めた場合、原判決を

破棄し、自判する。原判決の認定事実が明確ではなく、証拠が不十分で、又は法定手続き

に違反しているため、事件の判断に影響を与えた場合、原審裁判所に差し戻すことができ、

事実を判明したうえ、原審裁判所が改めて判決を言渡すこともできる。

原告又は上訴人の主張を裁判所が認めた場合、専利審判委員会は、改めて新たな審決を下

す。

再審

中国の裁判は、二審制であるため、二審判決が最終的な判決となる。当事者は、法的効力

の生じた判決及び裁定に明確な誤りがあると認めたときは、 年以内に最高裁判所に再審

を請求することができる。ただし、判決及び裁定は、その執行を停止しない。

専利権評価報告（実用新案と意匠）

中国では、実用新案と意匠は、何れも方式審査のみであり、権利の安定性が

保証されていません。 年の第２次「専利法」改正時に「実用新案専利権検

索報告制度」が導入され、その後、 年の第 次「専利法」改正では、同検索

報告制度の内容を若干改正すると同時に、「専利権検索報告」の名称を「専利権評価報

告」に変更しました。

国家知識産権局に専利権評価報告の発行を請求できる時期 

実用新案権又は意匠権付与決定が公告された後 

意匠については、出願日(優先権主張の場合、優先日を指す)が 2010 年 2 月 1 日以降のものし

か、専利権評価報告を請求することができない。 

専利権評価報告の作成を請求する主体 

専利権者又は利害関係者は、国家知識産権局に専利権評価報告の作成を請求することができ

る。そのうち、利害関係者とは、「専利法」第 60 条の規定に基づき、専利権侵害紛争につい

て、裁判所に訴訟を提起し、又は専利業務管理部門に取締りを請求する権利を有する者をい

う。たとえば、独占実施許諾契約の被許諾者、専利権者に権利行使の権利を付与された通常

実施許諾契約の被許諾者などが挙げられる。当該規定は、被疑侵害者が「専利法」に規定さ

れている「利害関係者」に該当しないことを意味する。 

ただし、評価報告書が作成された後、誰でもその内容を閲覧、コピーすることができる。 

専利権評価報告に係る内容及び作成方式 

2008 年に改正された「専利法」において、以前の実用新案のみに係る検索報告は、実用新案

と意匠の両方に係る専利権評価報告に改正されたが、当該改正では、報告の名称を変更した

だけではなく、報告に係る専利権の類型も拡大され、かつ同報告に係る内容が追加された。「専

利法」には、国家知識産権局は検索・分析と評価を行ったうえ、専利権評価報告を作成しな

くてはならないと規定している。 

「専利法」及び「専利審査基準 2010」の規定によれば、専利権評価報告は、引例と本件特許

との関連度を示す部分と、本件専利が「専利法」及びその「実施細則」に規定する登録要件

を満たしているか否かに関する説明部分とを含んでいる。実用新案権の評価報告において、

その表には公知文献調査の分野、データベース及び使用した基本的な検索要素と表現形態（キ
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ーワードなど）、調査で見つかった公知文献及び公知文献と出願主題との関連度などが明確に

記載されている。また。説明部分には専利権評価の結論が記載されている。「専利法」及びそ

の「実施細則」に規定されている登録要件を満たしていない実用新案については、具体的な

評価説明が記載され、結論が明示されるとともに、必要に応じて公知文献が引用されている。

たとえば、新規性及び又は進歩性を有さないクレームについて、審査官は、逐一に評価すべ

きであり、多数項従属クレームについては、異なるクレームに従属する場合の組合せ考案に

ついてそれぞれ評価し、選択肢を含むクレームについては、各選択肢による考案についてそ

れぞれ評価しなくてはならない。 

専利権評価報告の性質と役割 

2008 年に改正された「専利法」において、専利権評価報告について「専利権侵害紛争を審理・

処理する際の証拠となる」と明確に規定された。 

専利権評価報告には、以下のような 3 つの役割がある。 

① 報告により、専利権者が自己の実用新案・意匠権の有効性について初歩的な判断ができ、

専利権の法的安定性について正確に認識できるため、侵害訴訟を提起すべきかどうかをより

確実に把握できる点。 

② 権利侵害訴訟の裁判において、専門技術に関する知識の観点から作成された実用新案権

評価報告は、裁判所が審理の参考にすることができる点。 

③ 被疑侵害者が答弁期間内に専利権の無効審判請求をした場合、裁判所又は専利業務管理

部門が侵害紛争の審理又は調査を停止すべきか否かを判断するための根拠となる点。 

また、関係機関が若干の手続きにおいて、専利権評価報告を要求することもある。例えば、

知財権を税関登録する際に、税関に専利権評価報告を提出しなければならない。 

権利出願戦略

発明特許出願は実体審査を経なければならないので、出願から権利化までには少なく

とも 年近くの時間がかかります。これは、早期の商品化を目指す企業にとっては、頭

の痛い問題です。そのため、適当な出願対策をとることは、企業にとって非常に重要な

ことです。
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ーワードなど）、調査で見つかった公知文献及び公知文献と出願主題との関連度などが明確に

記載されている。また。説明部分には専利権評価の結論が記載されている。「専利法」及びそ

の「実施細則」に規定されている登録要件を満たしていない実用新案については、具体的な

評価説明が記載され、結論が明示されるとともに、必要に応じて公知文献が引用されている。

たとえば、新規性及び又は進歩性を有さないクレームについて、審査官は、逐一に評価すべ

きであり、多数項従属クレームについては、異なるクレームに従属する場合の組合せ考案に

ついてそれぞれ評価し、選択肢を含むクレームについては、各選択肢による考案についてそ

れぞれ評価しなくてはならない。 

専利権評価報告の性質と役割 

2008 年に改正された「専利法」において、専利権評価報告について「専利権侵害紛争を審理・

処理する際の証拠となる」と明確に規定された。 

専利権評価報告には、以下のような 3 つの役割がある。 

① 報告により、専利権者が自己の実用新案・意匠権の有効性について初歩的な判断ができ、

専利権の法的安定性について正確に認識できるため、侵害訴訟を提起すべきかどうかをより

確実に把握できる点。 

② 権利侵害訴訟の裁判において、専門技術に関する知識の観点から作成された実用新案権

評価報告は、裁判所が審理の参考にすることができる点。 

③ 被疑侵害者が答弁期間内に専利権の無効審判請求をした場合、裁判所又は専利業務管理

部門が侵害紛争の審理又は調査を停止すべきか否かを判断するための根拠となる点。 

また、関係機関が若干の手続きにおいて、専利権評価報告を要求することもある。例えば、

知財権を税関登録する際に、税関に専利権評価報告を提出しなければならない。 

権利出願戦略

発明特許出願は実体審査を経なければならないので、出願から権利化までには少なく

とも 年近くの時間がかかります。これは、早期の商品化を目指す企業にとっては、頭

の痛い問題です。そのため、適当な出願対策をとることは、企業にとって非常に重要な

ことです。

 
 

9 

中国では、実用新案出願は無審査なので、出願してから通常 ～ ヶ月で権利化する

ことができます。そのため、発明特許の高い権利安定性と実用新案の迅速な権利化とい

うメリットを組合わせれば、出願人にとってより一層有利になります。

したがって、権利の安定を確保するとともに権利化までの時間を短縮するために、特

実併願をすることが考えられます。かかる条文は以下のとおりです。

「専利法」第 条第 項：

同一の発明創作には つの専利権のみが付与される。ただし、同一の出願人が同日に

同一の発明創作について実用新案と発明特許を出願する場合、先に取得した実用新案権

が消滅しておらず、かつ出願人が当該実用新案権を放棄するという意思表明を行えば、

発明特許権を付与することができる。

「専利法実施細則」第 条第 項、第 項：

専利出願が実体審査を受けて拒絶理由が見つからなかった場合、国務院専利行政部門

は出願人に指定期間内にその実用新案権を放棄する旨の声明を提出するように通知し

なければならない。出願人が放棄する旨の声明を提出した場合、国務院専利行政部門は

発明特許権を付与する決定をし、かつ発明特許権を付与することを公告する際に、当該

声明も公告しなければならない。出願人が放棄に同意しない場合、国務院専利行政部門

は当該発明特許出願を拒絶しなければならない。出願人が期間を満了しても応答しなか

った場合、当該発明特許出願は取り下げられたとみなす。実用新案権は発明特許権を付

与することを公告した日から終止する。

上述の条文から見れば、改正「専利法」には、特実併願の条件および審査フローが明

文化されているとともに、実用新案放棄の発効日も改正前の「最初から権利が存在しな

い」から「実用新案権は発明特許権を付与することを公告した日から終止する」に改正

されています。すなわち、実用新案権を放棄する場合にも、同実用新案が登録された日

から専利特許権が付与される日までの間の権利は残るわけです。

したがって、特実併願を行い、発明特許権が付与される際に実用新案権を放棄する手

段が考えられます。
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260 
 

 
  

禁止 著作権は、地域性を有していない。しかも、「著作権法」第 24 条に

よれば、著作物の使用権には、専有使用権と非専有使用権がある。 

上記法律規定によれば、中国において、専有使用権を有する主体は、

関連機関へ著作物の並行輸入を制止するよう求めることができる。そ

れに対して、専有使用権を有していない場合、著作物の並行輸入は許

可されるべきである。 

許可 

 

「著作権法」と「著作権実施条例」には、並行輸入に関する規定がな

い。また、「国際著作権条約実施規定」には、著作物に対して保護を

していない国からの複写品は、その輸入を禁止すると規定している。 

したがって、現有の法律によれば、著作物に対して保護をしていない

国からの複写品は輸入を禁止されているものの、著作物に対して保護

をしている国からの複写品の輸入は禁止されていなく、これらの国か

らの著作物の並行輸入は許可されている。 
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資料編 
資料 模倣対策費用目安（料金表）

費用は代理事務所や調査会社によってかなりの開きがありますが、平均的な例を参考

までに以下に掲載します。 

．権利取得の手続きに必要な費用

（1）専利（発明特許、実用新案、意匠）関係  

標 準 料 金 表                 

標準

番号
項目

官庁手数

料（ ）

代行手数

料（ ）

Ⅰ 発明特許

発明特許出願の提出（印刷料を含む）

出願の国内段階への移行料金（印刷料を含む）

分割出願の提出（公開料を含む）

明細書加算料

頁以降 頁毎に加算される金額 —

明細書 頁以降 頁毎に加算される金額 —

請求項加算料

請求項 項目以降 項毎に加算される金額

早期公開の請求 —

実体審査の請求

拒絶査定不服審判の請求

発明特許証書の交付（印刷料、印紙税を含む）

無効審判請求の提出

251

　　　　



262 
 

微生物の寄託（ 年間、菌株毎に）

微生物
都度見積

りによる

細胞系、動物及び植物ウイルス
都度見積

りによる

微生物生存レポートの請求料（菌株毎に）

微生物
都度見積

りによる

細胞系、動物及び植物ウイルス
都度見積

りによる

微生物サンプルの提供（菌株毎に）

微生物
都度見積

りによる

細胞系
都度見積

りによる

検疫料
都度見積

りによる

年金の納付（年毎に）

１年目－３年目

４年目－６年目

７年目－９年目

年目－ 年目

年目－ 年目

年目－ 年目

年金の延納金（納付期限から６ヶ月以内）
月毎に増、

％

出願の猶予期間の請求

252

資料編



262 
 

微生物の寄託（ 年間、菌株毎に）

微生物
都度見積

りによる

細胞系、動物及び植物ウイルス
都度見積

りによる

微生物生存レポートの請求料（菌株毎に）

微生物
都度見積

りによる

細胞系、動物及び植物ウイルス
都度見積

りによる

微生物サンプルの提供（菌株毎に）

微生物
都度見積

りによる

細胞系
都度見積

りによる

検疫料
都度見積

りによる

年金の納付（年毎に）

１年目－３年目

４年目－６年目

７年目－９年目

年目－ 年目

年目－ 年目

年目－ 年目

年金の延納金（納付期限から６ヶ月以内）
月毎に増、

％

出願の猶予期間の請求
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単一性の回復

Ⅱ 実用新案

実用新案出願の提出

分割出願の提出

出願の国内段階への移行料金

明細書加算料

頁以降 頁毎に加算される金額 —

明細書 頁以降 頁毎に加算される金額 —

請求項加算料

請求項 項目以降 項毎に加算される金額

拒絶査定不服審判の請求

実用新案登録証の交付（印刷料、印紙税を含む）

無効審判請求の提出

年金の納付（年毎に）

１年目－３年目

４年目－５年目

６年目－８年目

９年目－ 年目

年金の延納金（納付期限から６ヶ月以内）
月毎に増、

％

実用新案登録出願の猶予期間の請求

出願の単一性の回復
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264 
 

実用新案の調査

Ⅲ 意匠登録

意匠登録出願の提出

分割出願の提出

拒絶査定不服審判請求の提出

意匠証書の交付（印刷料、印紙税を含む）

無効審判請求の提出

年金の納付（年毎に）

１年目 ３年目

４年目 ５年目

６年目 ８年目

９年目 年目

年金の延納金（納付期限から６ヶ月以内）
月毎に増、

％

Ⅳ その他

出願時に提出されなかった書類の提出 —

公文書の受領と転送 —

代理機構の書誌事項の変更

発明者、出願人及び専利権者の書誌事項の変更

優先権主張

つの先出願を基礎に優先権を主張する場合

つ以上の先出願を基礎に優先権を主張する場
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264 
 

実用新案の調査

Ⅲ 意匠登録

意匠登録出願の提出

分割出願の提出

拒絶査定不服審判請求の提出

意匠証書の交付（印刷料、印紙税を含む）

無効審判請求の提出

年金の納付（年毎に）

１年目 ３年目

４年目 ５年目

６年目 ８年目

９年目 年目

年金の延納金（納付期限から６ヶ月以内）
月毎に増、

％

Ⅳ その他

出願時に提出されなかった書類の提出 —

公文書の受領と転送 —

代理機構の書誌事項の変更

発明者、出願人及び専利権者の書誌事項の変更

優先権主張

つの先出願を基礎に優先権を主張する場合

つ以上の先出願を基礎に優先権を主張する場

265 
 

合（先出願 件毎に）

新規性喪失の例外規定適用の請求 —

面接手数料 —

中国専利出願の認証謄本の提供

対応期間の延長（補正又は拒絶理由通知）

回目の延長（ ヶ月毎に）

） 回目の延長（ ヶ月毎に）

実施許諾契約の届出 —

専利権譲渡契約の登録

専利出願権譲渡契約の登録

翻訳料（原文 字につき）

英語から中国語へ —

日本語から中国語へ —

ドイツ語、ロシア語、フランス語から中国語へ —

中国語から英語へ —

中国語から日本語へ —

中国語からドイツ語、ロシア語、フランス語へ —

タイプ代

英語（ 頁につき） —

中国語（ 頁につき） —

コピー代（１枚につき） —
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266 
 

図面代（１枚につき）

下絵に基づき作成 —

図面の訂正 —

図面の準備 —

写真の作成（一枚につき） —

権利回復手数料

意見書・補正書の準備 —

審判答弁書の作成

出願の取り下げ —

 

商標関係

標 準 料 金 表

標準 
番号 

項目 
官庁手数

料（ ）

代行手数

料（ ）

Ⅰ．登録出願

出願

１区分の出願（ 品目の商品 役務を超えない場合）

追加の区分の出願（ 品目の商品 役務を超えない

場合）

１商品、役務毎に加算する金額（ 品目の商品 役

務を超える場合）

団体商標出願

証明商標出願

優先権の主張 —
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266 
 

図面代（１枚につき）

下絵に基づき作成 —

図面の訂正 —

図面の準備 —

写真の作成（一枚につき） —

権利回復手数料

意見書・補正書の準備 —

審判答弁書の作成

出願の取り下げ —

 

商標関係

標 準 料 金 表

標準 
番号 

項目 
官庁手数

料（ ）

代行手数

料（ ）

Ⅰ．登録出願

出願

１区分の出願（ 品目の商品 役務を超えない場合）

追加の区分の出願（ 品目の商品 役務を超えない

場合）

１商品、役務毎に加算する金額（ 品目の商品 役

務を超える場合）

団体商標出願

証明商標出願

優先権の主張 —
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優先権書類提出期限の延長申請 —

補正通知の報告及び応答 —

商標登録証の送付 —

商標登録証の再発行申請

優先権証明書類の発行申請

商標登録証明の発行申請

商標出願の取下げ申請 —

商標登録の取消申請 —

外国語商標の中国語訳名の提案 —

Ⅱ．審判／異議

拒絶／拒絶不服審判請求

全部又は部分的拒絶通知書の報告 —

拒絶査定不服審判請求

証拠 理由の補充 —

審決の報告 —

異議申立／異議審判請求

異議申立

異議裁定の報告 —

異議裁定不服審判請求

証拠調べ通知書の報告 —

証拠調べ見解の提出 —
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268 
 

証拠 理由の補充 —

審決の報告 —

他人による異議申立 異議審判請求の答弁通知書

の報告
—

他人による異議申立 異議審判請求への答弁 —

無効審判請求

無効審判請求

証拠調べ通知書の報告 —

証拠調べ見解の提出 —

証拠 理由の補充 —

審決の報告 —

他人による無効審判請求の答弁通知書の報告 —

他人による無効審判請求への答弁 —

三年不使用取消審判請求

不使用取消審判請求

不使用取消裁定の報告 —

不使用取消裁定不服審判請求

証拠調べ通知書の報告 —

証拠調べ見解の提出 —

証拠 理由の補充 —

審決の報告 —

他人による不使用取消審判で使用証拠提出通知

の報告
—
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268 
 

証拠 理由の補充 —

審決の報告 —

他人による異議申立 異議審判請求の答弁通知書

の報告
—

他人による異議申立 異議審判請求への答弁 —

無効審判請求

無効審判請求

証拠調べ通知書の報告 —

証拠調べ見解の提出 —

証拠 理由の補充 —

審決の報告 —

他人による無効審判請求の答弁通知書の報告 —

他人による無効審判請求への答弁 —

三年不使用取消審判請求

不使用取消審判請求

不使用取消裁定の報告 —

不使用取消裁定不服審判請求

証拠調べ通知書の報告 —

証拠調べ見解の提出 —

証拠 理由の補充 —

審決の報告 —

他人による不使用取消審判で使用証拠提出通知

の報告
—
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他人による不使用取消審判で使用証拠の準備及

び提出
—

他人による不使用取消裁定不服審判請求の答弁

通知書の報告

他人による不使用取消裁定不服審判請求の答弁 —

Ⅲ．更新

更新申請

更新申請の延長請求

Ⅳ．変更／更正

出願人 商標権者名義変更申請

出願人 商標権者住所変更申請

出願人 商標権者名義 住所同時変更申請

代理人変更申請

指定商品の削除申請

その他の出願 登録事項の変更申請

申請 登録事項の更正申請

Ⅴ．使用許諾契約の届出

商標使用許諾契約の届出

商標許諾契約届出の変更 事前終止 —

Ⅵ．譲渡

譲渡申請

Ⅶ．調査とウォッチング

英語 漢字 数字商標の調査（一商標一区分） —
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図形商標の調査（一商標一区分） —

詳細な調査報告書の作成（一商標一区分） —

商標のウォッチング（一区分 年） —

名義人調査 —

．訴訟に必要な費用

項目 明細
官庁手数料 代行手数料

行政訴訟
証拠収集が含まれない

～

民事侵害訴訟
証拠収集が含まれない

損害賠償金額に基づ

く
～

再審

再審の申請段階 ――

～

（公聴有）

～

（公聴無）

再審段階 ―― ～

 
 
 
．訴訟以外の模倣品対策に必要な費用

項目 明細
官庁手数料 代行手数料

行政摘発

（発明特許）

証拠収集が含まれない

（口頭審理有）
金額に基づく ～

証拠収集が含まれない

（口頭審理無）
金額に基づく ～

行政摘発

（発明特許以外）
証拠収集が含まれない ―― ～

260

資料編



270 
 

図形商標の調査（一商標一区分） —

詳細な調査報告書の作成（一商標一区分） —

商標のウォッチング（一区分 年） —

名義人調査 —

．訴訟に必要な費用

項目 明細
官庁手数料 代行手数料

行政訴訟
証拠収集が含まれない

～

民事侵害訴訟
証拠収集が含まれない

損害賠償金額に基づ

く
～

再審

再審の申請段階 ――

～

（公聴有）

～

（公聴無）

再審段階 ―― ～

 
 
 
．訴訟以外の模倣品対策に必要な費用

項目 明細
官庁手数料 代行手数料

行政摘発

（発明特許）

証拠収集が含まれない

（口頭審理有）
金額に基づく ～

証拠収集が含まれない

（口頭審理無）
金額に基づく ～

行政摘発

（発明特許以外）
証拠収集が含まれない ―― ～
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直接交渉 証拠収集が含まれない ―― ～

警告状
発送後の相手との交

渉、連絡が含まれない
――

 
 
．知財に関連手続きに必要な費用

項目 明細
官庁手数料 代行手数料

企業登録 企業登録手続きの代行 約
件（国内）

件（外資）

ソフトウェア

登記
ソフトウェア登記 件

著作物登記 著作物登記 ～ ～ 件

税関登録 税関登録 ～ 件

ドメイン登録

の英語ドメイン名
年

年

～ 件

国際ドメイン名 年

年

中国語の通用ドメイ

ン名 中国 公司 网络

年

年

国際中国語ドメイン名

中国語 中国語

年

年

通用ウェブサイト（インタ

ーネットキーワード）

年

年

無線ウェブサイト
年

年

ドメイン異議

申立

個

～ 個

～ 件
～ 個

～ 個

～ 個
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．そのほか

項目 明細
官庁手数料 代行手数料

調査

現地調査 ―― ～ 社

工商登記ファイルの取寄

せ
約 ～ 社

工商登記資料の取寄せ 約 ～ 社

インターネットでの調査 ―― ～ 社

電話調査 ―― ～ 社

証拠収集と公

証

原本とコピー件が一致で

ある公証
～ 件 ～ 件

図書館から資料の取寄せ ～（ページ数に

基づく）
回

図書館から資料の調査・

取寄せ

～（ページ数に

基づく）

～

（普通）

～

（複雑、資料が膨大

である場合）

インターネット資料に関

する公証
件 ～ 件

公証付き購入 ～ 件

～

（店舗購入）

～

（工場購入）

～

（インターネット

購入）

ほかの現場公証 ～ 件 ～ 日
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．主要法律

中華人民共和国専利法

（ 年 月 日第 期全国人民代表大会常務委員会第 次会議で採択、 年 月

日第 期全国人民代表大会常務委員会第 次会議「「中華人民共和国専利法」の改正

に関する決定」に基づき第 回改正、 年 月 日第 期全国人民代表大会常務委

員会第 次会議「「中華人民共和国専利法」の改正に関する決定」に基づき第 回改正、

年 月 日第 期全国人民代表大会常務委員会第 次会議「「中華人民共和国

専利法」の改正に関する決定」に基づき第 回改正） 年 月 日施行

第一章 総則

第一条 専利権者の合法的な権利を保護すること、発明創造を奨励すること、発明創造

の応用を推進すること、革新能力を高めること、科学技術の進歩及び経済社会の発展を

促進することを目的とし、本法を制定する。

第二条 本法でいう発明創造とは発明、実用新案、意匠を指す。

発明とは、製品、方法又はその改善に対して行われる新たな技術方案を指す。

実用新案とは、製品の形状、構造又はその結合に対して行われ、実用に適した新たな技

術方案を指す。意匠とは、製品の形状、図案又はその結合及び色彩と形状、図案の結合

に対して行われ、優れた外観を備え、かつ工業への応用に適した新たな設計を指す。

第三条 国務院専利行政部門が全国の専利事務を管理し、専利出願を統一的に受理及び

審査し、法により専利権を付与する。

省・自治区・直轄市人民政府の専利事務管理部門が当該行政区域内における専利管理事

務を行う。

第四条 専利を出願する発明創造が国の安全又は重大な利益に関係し、秘密保持の必要

がある場合は、国の関連規定に基づき処理する。

第五条 法律と公序良俗に違反したり、公共利益を妨害したりする発明創造に対しては、

専利権を付与しない。

法律と行政法規の規定に違反して遺伝資源を獲得し、または利用し、当該遺伝資源に依

存して完成したりした発明創造に対しては、専利権を付与しない。

第六条 当該部門の職務を遂行して、又は主に当該部門の物質・技術条件を利用して完

成した発明創造は職務発明創造とする。職務発明創造の専利出願の権利は当該部門に帰
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．主要法律

中華人民共和国専利法

（ 年 月 日第 期全国人民代表大会常務委員会第 次会議で採択、 年 月

日第 期全国人民代表大会常務委員会第 次会議「「中華人民共和国専利法」の改正

に関する決定」に基づき第 回改正、 年 月 日第 期全国人民代表大会常務委

員会第 次会議「「中華人民共和国専利法」の改正に関する決定」に基づき第 回改正、

年 月 日第 期全国人民代表大会常務委員会第 次会議「「中華人民共和国

専利法」の改正に関する決定」に基づき第 回改正） 年 月 日施行

第一章 総則

第一条 専利権者の合法的な権利を保護すること、発明創造を奨励すること、発明創造

の応用を推進すること、革新能力を高めること、科学技術の進歩及び経済社会の発展を

促進することを目的とし、本法を制定する。

第二条 本法でいう発明創造とは発明、実用新案、意匠を指す。

発明とは、製品、方法又はその改善に対して行われる新たな技術方案を指す。

実用新案とは、製品の形状、構造又はその結合に対して行われ、実用に適した新たな技

術方案を指す。意匠とは、製品の形状、図案又はその結合及び色彩と形状、図案の結合

に対して行われ、優れた外観を備え、かつ工業への応用に適した新たな設計を指す。

第三条 国務院専利行政部門が全国の専利事務を管理し、専利出願を統一的に受理及び

審査し、法により専利権を付与する。

省・自治区・直轄市人民政府の専利事務管理部門が当該行政区域内における専利管理事

務を行う。

第四条 専利を出願する発明創造が国の安全又は重大な利益に関係し、秘密保持の必要

がある場合は、国の関連規定に基づき処理する。

第五条 法律と公序良俗に違反したり、公共利益を妨害したりする発明創造に対しては、

専利権を付与しない。

法律と行政法規の規定に違反して遺伝資源を獲得し、または利用し、当該遺伝資源に依

存して完成したりした発明創造に対しては、専利権を付与しない。

第六条 当該部門の職務を遂行して、又は主に当該部門の物質・技術条件を利用して完

成した発明創造は職務発明創造とする。職務発明創造の専利出願の権利は当該部門に帰
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属し、出願が認可された場合は当該部門を専利権者とする。

非職務発明創造については、専利出願の権利は発明者又は考案者に帰属し、出願が認可

された場合は当該発明者又は考案者を専利権者とする。

その部門の物質・技術条件を利用して完成した発明創造について、部門と発明者又は考

案者間に契約があり、専利出願の権利及び専利権の帰属に対して定めがある場合は、そ

の定めに従う。

第七条 発明者又は考案者の非職務発明創造の専利出願に対しては、いかなる部門又は

個人もこれを抑圧してはならない。

第八条 二つ以上の部門又は個人が協力して完成した発明創造、一つの部門又は個人が

その他の部門や個人の委託を受けて完成した発明創造については、別途約定がある場合

を除き、専利出願の権利は単独で完成した部門又は個人、あるいは共同で完成した部門

又は個人に帰属し、出願が認可された場合は出願した部門又は個人を専利権者とする。

第九条 同様の発明創造に対しては 件の専利権のみを付与する。但し、同一の出願者

が同日中に同様の発明創造について実用新案を出願し、同時に発明特許を出願した場合、

先に取得した実用新案権が終了する以前において、出願者が当該実用新案権の放棄を宣

言したものは発明特許権を付与することができる。

二人以上の出願者が同一の発明創造についてそれぞれが専利を出願した場合、専利権は

最も早く出願した者に付与する。

第十条 専利出願権及び専利権は譲渡することができる。

中国の部門又は個人が外国人、外国企業、あるいはその他外国組織に専利出願権又は専

利権を譲渡する場合、関連の法律と行政法規の規定に基づき、手続きを行う。

専利出願権又は専利権を譲渡する場合、当事者は書面の契約を締結し、かつ国務院専利

行政部門に登記する。国務院専利行政部門が公告を出す。専利出願権又は専利権の譲渡

は登記日から有効となる。

第十一条 発明及び実用新案の専利権が付与された後、本法に別途規定がある場合を除

き、いかなる部門又は個人も、専利権者の許諾を受けずにその専利を実施してはならな

い。即ち生産経営を目的として、その専利製品について製造、使用、販売の許諾、販売、

輸入を行ってはならず、その専利方法を使用することできず、当該専利方法により直接

獲得した製品について使用、販売の許諾、販売、輸入を行ってはならない。
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意匠権が付与された後、いかなる部門又は個人も、専利権者の許諾を受けずにその専利

を実施してはならない。即ち生産経営を目的として、その意匠製品を製造、販売の申し

出、販売、輸入してはならない。

第十二条 いかなる部門又は個人も、他人の専利を実施する場合は専利権者と実施許諾

契約を締結し、専利権者に専利使用料を支払わなければならない。被許諾者は、契約で

規定された以外のいかなる部門又は個人に対しても当該専利の実施を許諾する権利を持

たない。

第十三条 発明特許出願の公開後、出願者はその発明を実施する部門又は個人に適当な

額の費用を支払うよう要求することができる。

第十四条 国有企業事業者の発明特許が国の利益又は公共の利益に対して重大な意味

を持つ場合、国務院関係主管部門及び省・自治区・直轄市人民政府は国務院の認可を受

け、認可された範囲内で普及・応用させることを決定し、指定された部門に実施を許諾

することができる。実施部門は国の規定に基づいて専利権者に使用料を支払う。

第十五条 専利出願権又は専利権の共有者の間で権利の行使について約定がある場合

はその約定に従う。約定がない場合、共有者は単独で実施するか、あるいは一般許諾方

式によって他者に当該専利の実施を許諾することができる。他者に当該専利の実施を許

諾する場合、徴収する使用料は共有者同士で分配する。

前款が規定する状況を除き、共有する専利出願権又は専利権については共有者全体の同

意を得なければならない。

第十六条 専利権を付与された部門は、職務発明創造の発明者又は考案者に対し奨励を

与える。発明創造が許諾され、実施された後はその普及・応用の範囲及び獲得した経済

効果に応じて発明者又は考案者に合理的な報酬を与える。

第十七条 発明者又は考案者は専利文書において自分が発明者又は考案者であること

を明記する権利を有する。

専利権者はその専利製品又は当該製品の包装上に、専利表示を行う権利を有する。

第十八条 中国に常駐住所又は営業場所を持たない外国人、外国企業又はその他外国組

織が中国で専利を出願する場合、その所属国と中国が締結した協定、あるいは共に締結

した国際条約によるか、又は互恵の原則に従い、本法に基づいて処理する。

第十九条 中国に常駐住所又は営業場所を持たない外国人、外国企業又はその他外国組
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第十六条 専利権を付与された部門は、職務発明創造の発明者又は考案者に対し奨励を
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織が中国で専利を出願する場合、及びその他の専利事務を行う場合、法に基づき設立さ

れた専利代理機関に委託して処理しなければならない。

中国の部門又は個人が国内で専利を出願する場合、及びその他の専利事務を行う場合、

法に基づき設立された専利代理機関に委託し処理することができる。

専利代理機関は法律と行政法規を遵守し、被代理人の委託に基づいて専利出願又はその

他の専利事務を処理しなければならない。被代理人の発明創造の内容に対し、専利出願

が既に公開又は公告されている場合を除き、秘密を保持する義務を負う。専利代理機関

の具体的な管理方法は国務院が規定する。

第二十条 いかなる部門又は個人が国内で完成した発明又は実用新案について、外国で

専利を出願する場合、まず国務院専利行政部門に秘密保持審査を受けなければならない。

秘密保持の手順及び期限等は国務院の規定に準拠する。

中国の部門又は個人は、中華人民共和国が締結した関連の国際条約に基づいて専利の国

際出願を行うことができる。出願者が専利の国際出願を行う場合、前款の規定を遵守し

なければならない。

国務院専利行政部門は中華人民共和国が締結した関連の国際条約及び本法、国務院の関

連規定に基づいて専利の国際出願を処理する。

本条第一款の規定に違反して外国で専利を出願した発明又は実用新案について、中国で

専利を出願した場合は専利権を付与しない。

第二十一条 国務院専利行政部門及びその専利再審委員会は、客観性と公正性、正確性、

適時性の要求に従い、法に基づいて関連する専利の出願及び請求を処理しなければなら

ない。

国務院専利行政部門は完全かつ正確に、適時に専利情報を発表し、専利公報を定期的に

発行しなければならない。

専利出願が公開又は公告されるまで、国務院専利行政部門の職員及び関係者はその内容

に対して秘密保持の責任を負う。

第二章 専利権付与の条件

第二十二条 専利権を付与する発明及び実用新案は、新規性及び創造性、実用性を具備

していなければならない。

新規性とは、当該発明又は実用新案が既存の技術に属さないこと、いかなる部門又は個
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人も同様の発明又は実用新案について、出願日以前に国務院専利行政部門に出願してお

らず、かつ出願日以降に公開された専利出願文書又は公告の専利文書において記載され

ていないことを指す。

創造性とは、既存の技術と比べて当該発明に突出した実質的特徴及び顕著な進歩があり、

当該実用新案に実質的特徴及び進歩があることを指す。

実用性とは、当該発明又は実用新案が製造又は使用に堪え、かつ積極的な効果を生むこ

とができることを指す。

本法でいう既存技術とは、出願日以前に国内外において公然知られた技術を指す。

第二十三条 専利権を付与する意匠は、既存の設計に属さないものとする。また、いか

なる部門又は個人も同様の意匠について、出願日以前に国務院専利行政部門に出願して

おらず、かつ出願日以降に公開された専利文書において記載されていないこととする。

専利権を付与する意匠は、既存の設計又は既存の設計的特徴の組み合わせと比べて明ら

かな違いがあることとする。

専利権を付与する意匠は、他者が出願日以前に取得した合法的権利と抵触してはならな

い。

本法でいう既存設計とは、出願日以前に国内外において公然知られた設計を指す。

第二十四条 専利を出願する発明創造について、出願日前 カ月以内に以下の状況のい

ずれかがあった場合、その新規性を喪失しないものとする。

（一）中国政府が主催する又は認める国際展示会で初めて展示された場合。

（二）規定の学術会議、あるいは技術会議上で初めて発表された場合。

（三）他者が出願者の同意を得ずに、その内容を漏洩した場合。

第二十五条 以下に掲げる各号には専利権を付与しない。

（一）科学上の発見。

（二）知的活動の規則及び方法。

（三）疾病の診断及び治療方法。

（四）動物と植物の品種。

（五）原子核変換方法を用いて取得した物質。

（六）平面印刷物の図案、色彩又は両者の組み合わせによって作成され、主に表示を機

能とする設計。
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人も同様の発明又は実用新案について、出願日以前に国務院専利行政部門に出願してお

らず、かつ出願日以降に公開された専利出願文書又は公告の専利文書において記載され

ていないことを指す。

創造性とは、既存の技術と比べて当該発明に突出した実質的特徴及び顕著な進歩があり、

当該実用新案に実質的特徴及び進歩があることを指す。

実用性とは、当該発明又は実用新案が製造又は使用に堪え、かつ積極的な効果を生むこ

とができることを指す。

本法でいう既存技術とは、出願日以前に国内外において公然知られた技術を指す。

第二十三条 専利権を付与する意匠は、既存の設計に属さないものとする。また、いか

なる部門又は個人も同様の意匠について、出願日以前に国務院専利行政部門に出願して

おらず、かつ出願日以降に公開された専利文書において記載されていないこととする。

専利権を付与する意匠は、既存の設計又は既存の設計的特徴の組み合わせと比べて明ら

かな違いがあることとする。

専利権を付与する意匠は、他者が出願日以前に取得した合法的権利と抵触してはならな

い。

本法でいう既存設計とは、出願日以前に国内外において公然知られた設計を指す。

第二十四条 専利を出願する発明創造について、出願日前 カ月以内に以下の状況のい

ずれかがあった場合、その新規性を喪失しないものとする。

（一）中国政府が主催する又は認める国際展示会で初めて展示された場合。

（二）規定の学術会議、あるいは技術会議上で初めて発表された場合。

（三）他者が出願者の同意を得ずに、その内容を漏洩した場合。

第二十五条 以下に掲げる各号には専利権を付与しない。

（一）科学上の発見。

（二）知的活動の規則及び方法。

（三）疾病の診断及び治療方法。

（四）動物と植物の品種。

（五）原子核変換方法を用いて取得した物質。

（六）平面印刷物の図案、色彩又は両者の組み合わせによって作成され、主に表示を機

能とする設計。
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前款第（四）号で掲げた製品の生産方法に対しては、本法の規定に基づき専利権を付与

することができる。

第三章 専利の出願

第二十六条 発明又は実用新案の専利の出願には、願書、説明書及びその概要、権利要

求書等の文書を提出する。

願書には発明又は実用新案の名称、発明者の氏名、出願者の氏名又は名称、住所及びそ

の他の事項を明記する。

説明書では、発明又は実用新案に対し、その所属技術分野の技術者が実現できることを

基準とした明確かつ完全な説明を行い、必要時には図面を添付する。概要は発明又は実

用新案の技術要点を簡単に説明する。

権利要求書は説明書を根拠とし、専利保護請求の範囲について明確かつ簡潔に要求を説

明する。

遺伝資源に依存して完成した発明創造について、出願者は専利出願書類において当該遺

伝資源の直接的由来と原始的由来を説明する。原始的由来を説明できない場合、出願者

はその理由を陳述する。

第二十七条 意匠の出願には、専利出願書、当該意匠の図面又は写真、及び当該意匠の

簡単な説明等の書類を提出する。

出願者が提出する図面又は写真は、専利保護を要請する製品の意匠を鮮明に表示してい

なければならない。

第二十八条 国務院専利行政部門が、専利出願書類を受領した日を出願日とする。出願

書類が郵送された場合は、郵送の消印日を出願日とする。

第二十九条 出願者が発明又は実用新案の専利を外国で初めて出願した日から カ月

以内に、あるいは意匠を外国で初めて出願した日から カ月以内に、中国で再び同様の

主題について専利を出願する場合、当該外国と中国が締結した約定又は共に締結した国

際条約に基づき、あるいは相互に優先権を認めることを原則とし、優先権を受けること

ができる。

出願者が発明又は実用新案を中国で初めて専利出願した日から カ月以内に、国務院専

利行政部門に同様の主題について専利を出願する場合、優先権を受けることができる。

第三十条 出願者が優先権を主張する場合、出願時に書面で声明を出し、かつ カ月以
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内に最初に提出した専利出願書類の副本を提出しなければならない。書面で声明を出さ

ない、又は期限を過ぎても専利出願書類の副本を提出しない場合は、優先権を主張して

いないものと見なされる。

第三十一条 一件の発明又は実用新案の専利出願は、一つの発明又は実用新案に限られ

る。

一つの全体的な発明構想の二つ以上の発明又は実用新案は、一件の出願として提出する

ことができる。

一件の意匠出願は、一つの意匠に限られる。同一製品における二つ以上の類似意匠、あ

るいは同一種類でかつセットで販売又は使用する製品の二つ以上の意匠は、一件の出願

として提出することができる。

第三十二条 出願者は、専利権が付与されるまでの間にその専利出願を随時撤回するこ

とができる。

第三十三条 出願者は、その専利出願書類に対して修正を行うことができるが、発明及

び実用新案に対する専利申請書類に対する修正は、元の説明書及び権利要求書に記載し

た範囲を超えてはならず、意匠に対する専利出願書類の修正は、元の画像又は写真で表

示した範囲を超えてはならない。

第四章 専利出願の審査と認可

第三十四条 国務院専利行政部門は発明特許の出願を受領後、予備審査により本法の要

求に合致していると認めた場合、出願日から満 カ月後に公開する。国務院専利行政部

門は出願者の請求に基づき、その出願を繰り上げて公開することができる。

第三十五条 発明特許出願の出願日から三年間、国務院専利行政部門は出願者が随時提

出する請求に基づき、その出願に対して実体審査を行うことができる。出願者に正当な

理由がなく、期限を過ぎても実体審査を請求しない場合、当該出願は撤回されたものと

見なされる。

国務院専利行政部門は必要と認める場合、自ら発明特許の出願に対して実体審査を行う

ことができる。

第三十六条 発明特許の出願者が実体審査を請求する場合、出願日以前におけるその発

明に関係する参考資料を提出しなければならない。

発明特許について外国で出願済みの場合、国務院専利行政部門は出願者に対し、指定の

280

資料編



290 
 

内に最初に提出した専利出願書類の副本を提出しなければならない。書面で声明を出さ

ない、又は期限を過ぎても専利出願書類の副本を提出しない場合は、優先権を主張して

いないものと見なされる。

第三十一条 一件の発明又は実用新案の専利出願は、一つの発明又は実用新案に限られ

る。

一つの全体的な発明構想の二つ以上の発明又は実用新案は、一件の出願として提出する

ことができる。

一件の意匠出願は、一つの意匠に限られる。同一製品における二つ以上の類似意匠、あ

るいは同一種類でかつセットで販売又は使用する製品の二つ以上の意匠は、一件の出願

として提出することができる。

第三十二条 出願者は、専利権が付与されるまでの間にその専利出願を随時撤回するこ

とができる。

第三十三条 出願者は、その専利出願書類に対して修正を行うことができるが、発明及

び実用新案に対する専利申請書類に対する修正は、元の説明書及び権利要求書に記載し

た範囲を超えてはならず、意匠に対する専利出願書類の修正は、元の画像又は写真で表

示した範囲を超えてはならない。

第四章 専利出願の審査と認可

第三十四条 国務院専利行政部門は発明特許の出願を受領後、予備審査により本法の要

求に合致していると認めた場合、出願日から満 カ月後に公開する。国務院専利行政部

門は出願者の請求に基づき、その出願を繰り上げて公開することができる。

第三十五条 発明特許出願の出願日から三年間、国務院専利行政部門は出願者が随時提

出する請求に基づき、その出願に対して実体審査を行うことができる。出願者に正当な

理由がなく、期限を過ぎても実体審査を請求しない場合、当該出願は撤回されたものと

見なされる。

国務院専利行政部門は必要と認める場合、自ら発明特許の出願に対して実体審査を行う

ことができる。

第三十六条 発明特許の出願者が実体審査を請求する場合、出願日以前におけるその発

明に関係する参考資料を提出しなければならない。

発明特許について外国で出願済みの場合、国務院専利行政部門は出願者に対し、指定の
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期間内に当該国がその出願を審査するため検索した資料又は審査結果の資料を提出する

よう要求することができる。正当な理由なく期限を過ぎても提出しない場合、当該出願

は撤回されたものと見なされる。

第三十七条 国務院専利行政部門は発明特許出願に対して実体審査を行った後、本法の

規定に合致していないと認める場合、出願者に通知を行い、指定の期間内に意見を陳述

するか、あるいはその出願を修正するよう要求する。正当な理由なく期限を過ぎても回

答しない場合、当該出願は撤回されたものと見なされる。

第三十八条 発明特許の出願について、出願者が意見陳述又は補正を行った後、国務院

専利行政部門が依然として本法の規定に合致しないと認める場合はこれを却下する。

第三十九条 発明特許の出願に対して実体審査を行い、これを却下する理由が存在しな

い場合は国務院専利行政部門が発明特許権を付与する決定を下し、発明特許証書を交付

する。

同時に登記して公告し、発明特許権は公告日から有効となる。

第四十条 実用新案及び意匠の専利出願に対して予備審査を行い、これを却下する理由

が存在しない場合、国務院専利行政部門が実用新案権又は意匠権を付与する決定を下し、

相応する専利証書を交付する。同時に登記して公告し、実用新案権及び意匠権は公告日

から有効となる。

第四十一条 国務院専利行政部門は専利再審委員会を設置する。専利出願者は国務院専

利行政部門の出願却下の決定に対して不服である場合、通知を受領した日から カ月以

内に、専利再審委員会に再審を請求することができる。専利再審査委員会は再審後に決

定を下し、かつ専利出願者に通知する。

専利出願者は専利再審査委員会の再審決定に対して不服である場合、通知を受領した日

から カ月以内に人民法院に訴訟を提起することができる。

第五章 専利権の存続期間、消滅、無効

第四十二条 発明特許権の期限は 年とし、実用新案権と意匠権の期限は 年とする。

ともに出願日から起算する。

第四十三条 専利権者は専利権を付与された年から年費を納付する。

第四十四条 以下の状況のいずれかに該当する場合、専利権は期限満了前に消滅するも

のとする。
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（一）規定に基づき年費を納付していない場合。

（二）専利権者が書面での声明をもって、その専利権を放棄した場合。

専利権が期限満了以前に消滅した場合、国務院専利行政部門が登記及び公告を行う。

第四十五条 国務院専利行政部門が専利権付与を公告した日から、いかなる部門又は個

人が、当該専利権の付与が本法の関連規定に合致していないと認めた場合は専利再審委

員会に当該専利権の無効を宣告するよう請求することができる。

第四十六条 専利再審委員会は専利権無効の宣告請求に対し、適時審査及び決定を行い、

かつ請求者及び専利権者に通知する。専利権の無効宣告が決定された場合、国務院専利

行政部門が登記及び公告を行う。

専利再審委員会の専利権無効宣告又は専利権維持の決定に対して不服である場合、通知

を受領した日から カ月以内に人民法院に訴訟を提起することができる。人民法院は無

効宣告請求手続きを行った相手方当事者に、第三者として訴訟に参加するよう通知する。

第四十七条 無効宣告された専利権は初めから存在しなかったものと見なされる。

専利権無効宣告の決定は、専利権無効宣告の前に人民法院が下し、かつ既に執行された

専利権侵害の判決及び調停書、既に履行又は強制執行された専利権侵害紛争の処理決定、

及び既に履行された専利実施許諾契約又は専利譲渡契約に対して、遡及力を持たないも

のとする。但し、専利権者の悪意により他者に損失をもたらした場合は、賠償しなけれ

ばならない。

前款の規定に従い、専利権侵害の賠償金、専利使用料、専利権譲渡料を返還せず、公平

の原則に明らかに違反している場合は全額又は一部を返還しなければならない。

第六章 専利実施の強制許諾

第四十八条 以下のいずれかの状況に該当する場合、国務院専利行政部門は実施条件を

具備した部門又は個人の請求により、発明特許又は実用新案の実施を強制許諾すること

ができる。

（一）専利権者が専利権を付与された日より満三年が経過し、かつ専利出願日より満四

年が経過しても、その専利を正当な理由なく実施しない、あるいは十分に実施しない場

合。

（二）専利権者による専利権の行使行為が法に基づき独占行為であると認定され、当該

行為によってもたらされる競争上の不利な影響を解消するか、又は減少させる場合。
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（一）規定に基づき年費を納付していない場合。

（二）専利権者が書面での声明をもって、その専利権を放棄した場合。

専利権が期限満了以前に消滅した場合、国務院専利行政部門が登記及び公告を行う。

第四十五条 国務院専利行政部門が専利権付与を公告した日から、いかなる部門又は個

人が、当該専利権の付与が本法の関連規定に合致していないと認めた場合は専利再審委

員会に当該専利権の無効を宣告するよう請求することができる。

第四十六条 専利再審委員会は専利権無効の宣告請求に対し、適時審査及び決定を行い、

かつ請求者及び専利権者に通知する。専利権の無効宣告が決定された場合、国務院専利

行政部門が登記及び公告を行う。

専利再審委員会の専利権無効宣告又は専利権維持の決定に対して不服である場合、通知

を受領した日から カ月以内に人民法院に訴訟を提起することができる。人民法院は無

効宣告請求手続きを行った相手方当事者に、第三者として訴訟に参加するよう通知する。

第四十七条 無効宣告された専利権は初めから存在しなかったものと見なされる。

専利権無効宣告の決定は、専利権無効宣告の前に人民法院が下し、かつ既に執行された

専利権侵害の判決及び調停書、既に履行又は強制執行された専利権侵害紛争の処理決定、

及び既に履行された専利実施許諾契約又は専利譲渡契約に対して、遡及力を持たないも

のとする。但し、専利権者の悪意により他者に損失をもたらした場合は、賠償しなけれ

ばならない。

前款の規定に従い、専利権侵害の賠償金、専利使用料、専利権譲渡料を返還せず、公平

の原則に明らかに違反している場合は全額又は一部を返還しなければならない。

第六章 専利実施の強制許諾

第四十八条 以下のいずれかの状況に該当する場合、国務院専利行政部門は実施条件を

具備した部門又は個人の請求により、発明特許又は実用新案の実施を強制許諾すること

ができる。

（一）専利権者が専利権を付与された日より満三年が経過し、かつ専利出願日より満四

年が経過しても、その専利を正当な理由なく実施しない、あるいは十分に実施しない場

合。

（二）専利権者による専利権の行使行為が法に基づき独占行為であると認定され、当該

行為によってもたらされる競争上の不利な影響を解消するか、又は減少させる場合。
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第四十九条 国に緊急事態又は非常事態が発生するか、あるいは公共の利益を目的とす

る場合、国務院専利行政部門は発明特許又は実用新案の実施を強制許諾することができ

る。

第五十条 公共の健康を目的として専利権を取得した薬品について、国務院専利行政部

門はこれを製造し、中華人民共和国が締結した関連の国際条約の規定に合致する国また

は地域に輸出することを強制許諾することができる。

第五十一条 専利権を取得した発明又は実用新案が、以前に専利権を取得済みの発明、

あるいは実用新案と比べて経済的意義が顕著な重大な技術進歩を有し、その実施が前の

発明又は実用新案の実施に依存している場合、国務院専利行政部門は後の専利権者の申

請に基づき、前の発明又は実用新案の実施を強制許諾することができる。

前款の規定に基づいて実施を強制許諾する状況において、国務院専利行政部門は前の専

利権者の申請に基づき、後の発明又は実用新案の実施にも強制許諾を与えることができ

る。

第五十二条 強制許諾と関連する発明創造が半導体技術である場合、その実施は公共利

益の目的と本法第四十八条第（二）項が規定する状況に限る。

第五十三条 本法第四十八条第（二）項と第五十条の規定に基づいて強制許諾を行う状

況を除き、強制許諾の実施は主に国内市場への供給を目的とする。

第五十四条 本法第四十八条第（一）項と第五十一条の規定に基づいて強制許諾を申請

する部門または個人は、専利権者に対して合理的な条件によってその専利の実施を請求

し、かつ合理的な期間内に許諾を得ることができなかったことを証明するため、証拠を

提出しなければならない。

第五十五条 国務院専利行政部門は、その強制実施許諾の決定について専利権者に適時

通知し、かつ登記と公告を行わなければならない。

強制実施許諾の決定は、強制許諾の理由に基づき、実施する範囲及び期間を定める。強

制許諾の理由が消滅し、かつ再び発生していない場合、国務院専利行政部門は、専利権

者の請求に基づき、審査を経た後で強制実施許諾を中止することを決定する。

第五十六条 強制実施許諾を取得した部門又は個人は、独占的な実施権を持たず、かつ

他者に実施を許諾する権利を有しない。

第五十七条 強制実施許諾を取得した部門又は個人は、専利権者に合理的な使用料を支
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払うか、あるいは中華人民共和国が締結した関連の国際条約の規定に基づいて、使用料

に関わる問題を処理する。使用料を支払う場合、その金額は双方が協議する。双方が合

意することができない場合は国務院専利行政部門が裁定する。

第五十八条 専利権者が国務院専利行政部門の強制実施許諾に関する決定に対し不服

である場合、及び専利権者と強制実施許諾を取得した部門及び個人が、国務院専利行政

部門の強制実施許諾に関する使用料の裁定に不服である場合、通知を受領した日から

カ月以内に人民法院に訴訟を提起することができる。

第七章 専利権の保護

第五十九条 発明又は実用新案の専利権の保護範囲は、その権利要求の内容を基準とし、

説明書及び付属図面は権利要求の解釈に用いることができる。

意匠権の保護範囲は、図面又は写真が示す当該製品の意匠を基準とし、簡単な説明は、

図面又は写真が示す当該製品に意匠の解釈に用いることができる。

第六十条 専利権者の許諾を受けずにその専利を実施する、即ちその専利権を侵害し、

紛争を引き起こした場合、当事者が協議により解決する。協議を望まない場合又は合意

することができなかった場合、専利権者又は利害関係者は人民法院に訴訟を提起するこ

とができ、また専利事務管理部門に処理を求めることもできる。専利事務管理部門が処

理する状況においては、権利侵害行為が成立すると認められた場合、権利侵害者に権利

侵害行為を即時に停止するよう命ずることができる。当事者が不服の場合、処理通知を

受領した日から 日以内に、「中華人民共和国行政訴訟法」に基づいて人民法院に訴訟

を提起することができる。権利侵害者が期限を過ぎても訴訟を提起せず、権利侵害行為

も停止しない場合、専利事務管理部門は人民法院に強制執行を申請することができる。

処理を行う専利事務管理部門は、当事者の請求に基づき、専利権侵害の賠償金額につい

て調停を行うことができ、調停が成立しなかった場合、当事者は、「中華人民共和国民

事訴訟法」に基づいて人民法院に訴訟を提起することができる。

第六十一条 専利権利侵害を巡る紛争が新製品製造方法の発明特許に関連する場合、同

様の製品を製造する部門又は個人はその製品の製造方法が専利の方法と違うことを証明

する証拠を提出しなければならない。

専利権利侵害を巡る紛争が実用新案又は意匠に関連する場合、人民法院又は専利事務管

理部門は専利権者又は利害関係者に対し、専利権侵害を巡る紛争を審議し、処理するた
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払うか、あるいは中華人民共和国が締結した関連の国際条約の規定に基づいて、使用料

に関わる問題を処理する。使用料を支払う場合、その金額は双方が協議する。双方が合

意することができない場合は国務院専利行政部門が裁定する。

第五十八条 専利権者が国務院専利行政部門の強制実施許諾に関する決定に対し不服

である場合、及び専利権者と強制実施許諾を取得した部門及び個人が、国務院専利行政

部門の強制実施許諾に関する使用料の裁定に不服である場合、通知を受領した日から

カ月以内に人民法院に訴訟を提起することができる。

第七章 専利権の保護

第五十九条 発明又は実用新案の専利権の保護範囲は、その権利要求の内容を基準とし、

説明書及び付属図面は権利要求の解釈に用いることができる。

意匠権の保護範囲は、図面又は写真が示す当該製品の意匠を基準とし、簡単な説明は、

図面又は写真が示す当該製品に意匠の解釈に用いることができる。

第六十条 専利権者の許諾を受けずにその専利を実施する、即ちその専利権を侵害し、

紛争を引き起こした場合、当事者が協議により解決する。協議を望まない場合又は合意

することができなかった場合、専利権者又は利害関係者は人民法院に訴訟を提起するこ

とができ、また専利事務管理部門に処理を求めることもできる。専利事務管理部門が処

理する状況においては、権利侵害行為が成立すると認められた場合、権利侵害者に権利

侵害行為を即時に停止するよう命ずることができる。当事者が不服の場合、処理通知を

受領した日から 日以内に、「中華人民共和国行政訴訟法」に基づいて人民法院に訴訟

を提起することができる。権利侵害者が期限を過ぎても訴訟を提起せず、権利侵害行為

も停止しない場合、専利事務管理部門は人民法院に強制執行を申請することができる。

処理を行う専利事務管理部門は、当事者の請求に基づき、専利権侵害の賠償金額につい

て調停を行うことができ、調停が成立しなかった場合、当事者は、「中華人民共和国民

事訴訟法」に基づいて人民法院に訴訟を提起することができる。

第六十一条 専利権利侵害を巡る紛争が新製品製造方法の発明特許に関連する場合、同

様の製品を製造する部門又は個人はその製品の製造方法が専利の方法と違うことを証明

する証拠を提出しなければならない。

専利権利侵害を巡る紛争が実用新案又は意匠に関連する場合、人民法院又は専利事務管

理部門は専利権者又は利害関係者に対し、専利権侵害を巡る紛争を審議し、処理するた
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めの証拠として、国務院専利行政部門が関連の実用新案又は意匠について検索と分析、

評価を行ってから作成した評価報告を提出するよう要求することができる。

第六十二条 専利侵権紛争において、権利侵害者として告訴された者が、その実施する

技術又は設計が既存技術、あるいは既存設計に属することを証明する証拠を有している

場合、専利権侵害を構成しないものとする。

第六十三条 専利を偽称した場合、法に基づき民事責任を負うほか、専利事務管理部門

が是正を命じ、これを公告するとともに、違法所得を没収し、違法所得の 倍以下の罰

金を併科すことができる。違法所得がない場合は 万元以下の罰金を科すことができる。

犯罪を構成する場合は法に基づき刑事責任を追及する。

第六十四条 専利事務管理部門は、その取得した証拠に基づいて専利偽称被疑行為を取

り締まる場合、全ての関連当事者を尋問し、違法被疑行為と関連する状況を調査するこ

とができる。当事者の違法被疑行為の場所に対して現場検査を実施し、違法被疑行為と

関連する契約や領収書、帳簿及びその他関連資料を閲覧・複製することができる。また、

違法被疑行為と関連する製品を検査し、専利製品の偽称製品であることを証明する証拠

があった場合は封鎖するか、又は差し押さえることができる。

専利事務管理部門が法に基づき前項既定の職権を行使する場合、当事者はこれに協力し、

幇助を提供しなければならない。拒否したり、妨害したりしてはならない。

第六十五条 専利権侵害の賠償金額は、権利者が権利侵害によって被った実際の損失に

応じて確定する。実際の損失を確定することが困難である場合、権利侵害者が権利侵害

によって取得した利益によって確定することができる。権利者の損失又は権利侵害者が

取得した利益を確定することが困難である場合、当該専利の使用許諾料の倍数に応じて

確定する。

賠償金額には、権利者が権利侵害行為を制止するために支払った合理的な支出も含むも

のとする。

権利者の損失、権利侵害者の取得した利益、専利使用許諾料を確定することがいずれも

困難である場合、人民法院は専利権の種類、権利侵害行為の性質及び情状等の要素に基

づき、 万元以上 万元以下の賠償を認定することができる。

第六十六条 専利権者又は利害関係者が、他者が権利侵害行為を行っている又はまさに

行おうとしていることを証明する証拠を有しており、即座に制止しなければ、その合法

285

　　　　



296 
 

的権益が補填不能な損害を被る恐れがある場合、訴訟を提起する前に人民法院に関連行

為の停止と財産の保全措置命令を採るよう要請することができる。

要請者は要請時に担保を提供しなければならない。担保を提供しない場合は要請を却下

する。

人民法院は要請を受けてから 時間以内に裁定を行う。特殊な状況によりこれを延長す

る必要がある場合は 時間延長することができる。関連行為の停止を命令する裁定を行

った場合は即座にこれを執行する。当事者が裁定に対して不服である場合は一度、再審

を要請することができる。再審期間中は裁定の執行を停止しない。

要請者が、人民法院が関連行為の停止を命令する措置を講じた日から 日以内に起訴し

ない場合、人民法院は当該措置を解除する。

要請に誤りがあった場合、要請者は、関連行為の停止によって被要請者が被った損失を

賠償しなければならない。

第六十七条 専利権侵害行為を制止するため、証拠が消滅する可能性ある又は今後は取

得困難である状況において、専利権者又は利害関係者は起訴前に人民法院に証拠の保全

を要請できる。

人民法院は保全措置を講じる場合、要請者に担保の提供を命令することができる。要請

者が担保を提供しない場合は要請を却下する。

人民法院は要請を受けてから 時間以内に裁定を行う。保全措置を講じる裁定を行った

場合は即座にこれを執行する。

要請者が、人民法院が証拠保全措置を講じた日から 日以内に起訴しない場合、人民法

院はその執行を解除する。

第六十八条 専利権侵害の訴訟時効は 年とし、専利権者又は利害関係者が権利侵害行

為を知った日又は知り得る日より起算するものとする。

発明特許の出願公開から専利権付与までの間に当該発明を使用し、かつ適当額の使用料

を支払っていない場合、専利権者が使用料の支払いを要求する訴訟時効は 年とする専

利権者は他者がその発明を使用していることを知った日又は知り得る日より起算する。

但し、専利権者が専利付与日以前に知った場合又は知り得る場合は、専利権付与日より

起算する。

第六十九条 以下の状況のいずれかがある場合は専利権侵害とは見なさない。
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的権益が補填不能な損害を被る恐れがある場合、訴訟を提起する前に人民法院に関連行

為の停止と財産の保全措置命令を採るよう要請することができる。

要請者は要請時に担保を提供しなければならない。担保を提供しない場合は要請を却下

する。

人民法院は要請を受けてから 時間以内に裁定を行う。特殊な状況によりこれを延長す

る必要がある場合は 時間延長することができる。関連行為の停止を命令する裁定を行

った場合は即座にこれを執行する。当事者が裁定に対して不服である場合は一度、再審

を要請することができる。再審期間中は裁定の執行を停止しない。

要請者が、人民法院が関連行為の停止を命令する措置を講じた日から 日以内に起訴し

ない場合、人民法院は当該措置を解除する。

要請に誤りがあった場合、要請者は、関連行為の停止によって被要請者が被った損失を

賠償しなければならない。

第六十七条 専利権侵害行為を制止するため、証拠が消滅する可能性ある又は今後は取

得困難である状況において、専利権者又は利害関係者は起訴前に人民法院に証拠の保全

を要請できる。

人民法院は保全措置を講じる場合、要請者に担保の提供を命令することができる。要請

者が担保を提供しない場合は要請を却下する。

人民法院は要請を受けてから 時間以内に裁定を行う。保全措置を講じる裁定を行った

場合は即座にこれを執行する。

要請者が、人民法院が証拠保全措置を講じた日から 日以内に起訴しない場合、人民法

院はその執行を解除する。

第六十八条 専利権侵害の訴訟時効は 年とし、専利権者又は利害関係者が権利侵害行

為を知った日又は知り得る日より起算するものとする。

発明特許の出願公開から専利権付与までの間に当該発明を使用し、かつ適当額の使用料

を支払っていない場合、専利権者が使用料の支払いを要求する訴訟時効は 年とする専

利権者は他者がその発明を使用していることを知った日又は知り得る日より起算する。

但し、専利権者が専利付与日以前に知った場合又は知り得る場合は、専利権付与日より

起算する。

第六十九条 以下の状況のいずれかがある場合は専利権侵害とは見なさない。
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（一）専利製品又は専利方法によって直接得られた製品について、専利権者又はその許

諾を取得済みの部門及び個人が販売後、当該製品に対して使用、販売許諾、販売、輸入

を行う場合。

（二）専利出願日以前に同様の製品を製造した場合、又は同様の方法を使用するか、あ

るいは既に製造と使用の必要準備を終えており、かつ元の範囲内だけで引き続き製造、

使用する場合。

（三）臨時に中国の領土、領海、領空を通過する外国の輸送設備が、その所属国と中国

が締結した約定又は共に締結した国際条約に基づき、あるいは互恵の原則に従い、輸送

設備自身の必要のためにその装置と設備において関連専利を使用する場合。

（四）専ら科学研究と実験のために特に関連専利を使用する場合。

（五）行政認可に必要な情報を提供するため、専利医薬品又は専利医療機械を製造、使

用、輸入する場合、及び専らそのために特に専利医薬品又は専利医療機械を製造、輸入

する場合。

第七十条 専利権者の許諾を経ずに製造され、販売されたと認知していない状況におい

て、生産経営を目的として専利権侵害製品を使用したり、販売を許諾したりした場合、

あるいは販売したりした場合、当該製品の合法的な仕入れ元を証明できるものは賠償責

任を負わない。

第七十一条 本法第二十条の規定に違反して外国に専利を出願し、国家秘密を漏洩した

場合、所在部門又は上級主管機関が行政処分を行う。犯罪を構成する場合、法により刑

事責任を追及する。

第七十二条 発明者又は考案者の非職務発明創造の専利出願権及び本法が規定するそ

の他権益を剥奪した場合、所在部門又は上級主管機関が行政処分を行う。

第七十三条 専利事務管理部門は、社会に向けて専利製品を推薦する等の経営活動に関

与してはならない。

専利事務管理部門が前款の規定に違反した場合、その上級機関又は監察機関が是正を命

じ、その影響を排除する。違法収入がある場合は没収する。情状が重い場合、直接責任

を負う主管者及びその他の直接責任者に対し、法に基づき行政処分を行う。

第七十四条 専利管理事務に従事する国家公務員及びその他関連の国家公務員が、職責

を怠り、職権を濫用し、私情にとらわれた不正を行い、犯罪を構成する場合、法に基づ
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き刑事責任を追及する。犯罪を構成しない場合、法に基づき行政処分を行う。

第八章 附則

第七十五条 国務院専利行政部門に専利を出願し、その他手続きを行う者は規定に基づ

き料金を納めなければならない。

第七十六条 本法は 年 月 日より施行する。

中華人民共和国商標法

（ 年 月 日第 期全国人民代表大会常務委員会第 回会議で採択 年

月 日第 期全国人民代表大会常務委員会第 回会議「中華人民共和国商標法」改正

に関する決定により第 回改正 年 月 日第 期全国人民代表大会常務委員会

第 回会議「中華人民共和国商標法」改正に関する決定により第 回改正）

第一章 総則

第一条 商標管理を強化し、商標専用権を保護し、生産者及び経営者に商品と役務の品

質を保証させることを促がし、商標の信用を維持し保護することにより、消費者と生産

者及び経営者の利益を保障し、社会主義市場経済の発展を促進することを目的としてこ

の法律を制定する。

第二条 国務院の工商行政管理部門商標局は、全国の商標登録及び管理業務を主管する。

国務院工商行政管理部門は、商標評審委員会を設置し、商標争議に係わる事項の処理に

責任を負う。

第三条 商標局の審査を経て登録された商標を登録商標という。登録商標は、商品商標、

役務商標、団体商標、及び証明商標とからなる。商標登録権者は商標専用権を享有し、

この法律の保護を受ける。

この法律にいう団体商標とは、団体、協会又はその他の組織の名義で登録され、当該組

織の構成員が商業活動の使用に供し、これを使用する者が当該組織の構成員資格を表示

する標章のことを言う。

この法律でいう証明商標とは、監督能力を有する組織の管理下にある特定の商品又は役

務に対して使用するものであって、かつ当該組織以外の事業単位又は個人がその商品又

は役務について使用し、同商品又は役務の原産地、原材料、製造方法、品質又はその他
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